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１
．
は
じ
め
に

　

在
職
老
齢
年
金
制
度
は
、
被
保
険
者
と
し

て
就
業
す
る
と
賃
金
や
年
金
の
額
に
応
じ
て

年
金
減
額
が
行
わ
れ
る
仕
組
み
で
あ
り
、
一

種
の
所
得
制
限
で
あ
る
か
ら
、
高
齢
者
の
就

業
意
欲
に
抑
制
的
な
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に

な
る
。

　

し
か
し
、
高
齢
者
の
就
業
や
賃
金
収
入
は
、

就
業
意
欲
の
よ
う
な
個
人
の
選
択
だ
け
で
決

ま
る
の
で
は
な
く
、
個
人
で
左
右
で
き
な
い

雇
用
環
境
や
健
康
状
態
等
の
外
的
要
因
か
ら

受
け
る
影
響
も
大
き
い
。
労
働
政
策
研
究
・

研
修
機
構
が
二
〇
〇
九
年
八
月
に
実
施
し
た

「
高
年
齢
者
の
雇
用
・
就
業
の
実
態
に
関
す

る
調
査
」
に
よ
れ
ば
、
六
〇
〜
六
四
歳
の
不

就
業
者
の
う
ち
男
性
の
約
二
分
の
一
、
女
性

の
約
四
分
の
一
が
就
業
を
希
望
し
て
お
り
、

さ
ら
に
、
就
業
希
望
に
も
か
か
わ
ら
ず
就
業

で
き
な
い
理
由
と
し
て
雇
用
環
境
と
健
康
状

態
（
家
族
を
含
む
）
が
ほ
と
ん
ど
を
占
め
て

い
る
。
在
職
老
齢
年
金
制
度
に
は
、
こ
う
し

た
外
的
要
因
に
応
じ
て
年
金
額
を
調
整
し
、

就
業
で
き
る
者
と
で
き
な
い
者
の
間
等
で
所

得
再
分
配
を
行
う
機
能
が
あ
る
。
さ
ら
に
、

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
も
、
六
〇
〜
六
四
歳

の
各
月
の
給
与
を
六
〇
歳
時
点
の
給
与
と
比

べ
た
割
合
が
高
ま
る
の
に
応
じ
て
給
付
が
逓

減
す
る
仕
組
み
に
な
っ
て
お
り
、
所
得
再
分

配
機
能
が
あ
る
と
い
え
る
。

　

そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
六
〇
歳
代
前
半
の

男
性
高
齢
者
に
関
し
、
厚
生
年
金
の
現
行
在

職
老
齢
年
金
制
度
に
つ
い
て
、
高
年
齢
雇
用

継
続
給
付
も
含
め
、
就
業
抑
制
効
果
と
所
得

再
分
配
効
果
の
推
計
、
比
較
を
行
っ
た
。
さ

ら
に
、
就
業
に
伴
う
年
金
一
律
二
割
減
額
を

廃
止
し
た
最
近
の
制
度
改
定
に
よ
る
両
効
果

の
変
化
も
推
計
し
た
。

　

以
下
、
２
．
で
現
行
の
在
職
老
齢
年
金
制

度
に
つ
い
て
最
近
の
制
度
改
定
も
含
め
て
概

説
し
、
３
．
で
使
用
デ
ー
タ
、
不
平
等
尺
度

等
の
推
計
方
法
に
つ
い
て
述
べ
、
４
．
で
就

業
抑
制
効
果
と
所
得
再
分
配
効
果
の
推
計
結

果
を
示
す
。
最
後
に
、
５
．
で
在
職
老
齢
年

金
制
度
の
今
後
に
つ
い
て
考
察
す
る
。

２
．
在
職
老
齢
年
金
の
仕
組
み

　

現
行
の
六
〇
歳
代
前
半
の
在
職
老
齢
年
金

制
度
は
、
賃
金
月
額
（
給
与
・
賞
与
計
の
月

額
換
算
に
相
当
す
る
総

報
酬
月
額
相
当
額
）、

年
金
月
額
（
就
業
に
伴

う
減
額
前
）
に
対
し
て
、

以
下
の
よ
う
に
な
っ
て

い
る
。

　

① 

賃
金
月
額
と
年
金

月
額
（
二
八
万
円

を
超
え
る
場
合
は

二
八
万
円
）
を
合

わ
せ
た
所
得
が
二

八
万
円
を
上
回
れ

ば
、
超
過
分
に
つ

い
て
そ
の
二
分
の

一
の
年
金
減
額
を

行
う
。

　

② 

賃
金
月
額
が
四
八

万
円
を
超
え
れ
ば
、

そ
の
超
過
分
だ
け

年
金
減
額
（
す
な
わ
ち
、
①
に
加
え
て
、

さ
ら
に
賃
金
超
過
分
の
二
分
の
一
の
年

金
減
額
）
を
行
う
。

　

こ
の
仕
組
み
は
、
年
金
月
額
が
厚
生
年
金

の
二
〇
〇
五
年
度
新
規
裁
定
の
男
子
平
均
で

あ
る
一
〇
万
円（
社
会
保
険
庁「
事
業
年
報
」）

の
場
合
、
図
１
の
太
線
で
表
さ
れ
る（
１
）。

　

こ
れ
は
二
〇
〇
五
年
度
か
ら
の
仕
組
み
で

あ
り
、
改
定
前
の
二
〇
〇
四
年
度
の
制
度
は

在
職
老
齢
年
金
が
高
齢
者
の
就
業
意
欲
と

　
　
　
　
　
　
　
　

所
得
分
配
に
及
ぼ
す
影
響

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
研
究
副
所
長　

浜
田　

浩
児　

図１　60歳代前半の在職老齢年金制度の仕組み
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次
の
と
お
り
で
あ
っ
た
。

　

⓪ 

被
保
険
者
と
し
て
就
業
す
れ
ば
年
金
の

二
割
を
減
額
す
る
。

　

① 
賃
金
月
額
と
二
割
減
額
後
の
年
金
月
額

（
二
八
万
円
を
超
え
る
場
合
は
二
八
万

円
）
を
合
わ
せ
た
所
得
が
二
八
万
円
を

上
回
れ
ば
、
超
過
分
に
つ
い
て
そ
の
二

分
の
一
の
年
金
減
額
を
さ
ら
に
行
う
。

　

② 

賃
金
月
額
が
四
八
万
円
を
超
え
れ
ば
、

そ
の
超
過
分
だ
け
年
金
減
額
を
行
う
。

　

こ
の
仕
組
み
は
、
年
金
月
額
が
一
〇
万
円

の
場
合
、
図
１
の
細
線
で
表
さ
れ
る
。
賃
金

と
年
金
の
合
計
を
示
す
線
は
現
行
制
度
の
ほ

う
が
上
方
に
あ
り
、
改
定
に
よ
り
年
金
減
額

が
緩
和
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
は
、
六
〇

〜
六
四
歳
の
各
月
の
給
与
が
六
〇
歳
時
点
に

比
べ
て
七
五
％
未
満
の
場
合
に
支
給
さ
れ
、

こ
の
割
合
が
六
一
％
以
下
の
場
合
は
各
月
の

給
与
の
一
五
％
、
六
一
％
超
七
五
％
未
満
の

場
合
は
そ
れ
に
応
じ
て
一
五
％
か
ら
逓
減
す

る
左
記
の
率
を
各
月
の
給
与
に
乗
じ
た
額
と

な
る
。

183/280

×
（0.75

×60

歳
時
点
の
給
与

/

各
月
の
給
与-1

）

　

た
だ
し
、
こ
の
額
が
支
給
限
度
額
（
約
三

四
万
円
）
と
各
月
の
給
与
と
の
差
よ
り
大
き

い
場
合
は
、
当
該
差
が
給
付
額
と
な
る
。
な

お
、
在
職
老
齢
年
金
と
高
年
齢
雇
用
継
続
給

付
と
の
併
給
調
整
と
し
て
、
同
給
付
の
四
割

に
見
合
う
分
だ
け
、
在
職
老
齢
年
金
が
減
額

さ
れ
る
。

３
．
推
計
方
法
（
２
）

　
（
１
）　

デ
ー
タ　

　

デ
ー
タ
は
、
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構

「
六
〇
歳
以
降
の
継
続
雇
用
と
職
業
生
活
に

関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」（
以
下
、
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
と
い
う
）
の
個
票
に
よ
る
。
同

調
査
は
、
全
国
の
従
業
員
数
三
〇
〇
人
以
上

の
民
間
企
業
（
東
京
商
工
リ
サ
ー
チ
の
企
業

情
報
か
ら
業
種
・
規
模
別
に
層
化
無
作
為
抽

出
）
の
五
七
〜
五
九
歳
の
正
社
員
を
対
象
と

し
て
二
〇
〇
七
年
二
月
に
実
施
さ
れ
、
賃
金
、

年
金
等
の
デ
ー
タ
が
得
ら
れ
る
男
性
サ
ン
プ

ル
は
四
一
六
で
あ
る
。

　

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
は
、
就
業
に
伴
っ
て
年

金
全
額
が
減
額
さ
れ
て
い
る
場
合
の
減
額
前

の
年
金
額
や
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
の
大

き
さ
を
決
定
す
る
要
素
で
あ
る
六
〇
歳
時
の

賃
金
に
つ
い
て
、
相
当
す
る
デ
ー
タ
が
得
ら

れ
る
と
い
う
利
点
が
あ
る
。
た
だ
し
、
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
は
高
齢
者
の
就
業
全
般
で
は
な

く
、
六
〇
歳
代
前
半
の
継
続
雇
用
に
焦
点
を

当
て
て
い
る
た
め
、
本
稿
も
、
高
齢
者
の
継

続
雇
用
を
分
析
対
象
と
し
た
。

　

ａ
．
賃
金

　

継
続
雇
用
の
場
合
の
賃
金
は
、
前
年
の
賃

金
（
給
与
・
賞
与
の
合
計
）
に
、
そ
れ
に
対

し
て
回
答
者
が
継
続
雇
用
で
見
込
む
賃
金
の

占
め
る
割
合
を
乗
じ
て
推
計
し
た
。
さ
ら
に
、

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
か
ら
は
、
留
保
賃
金
が
得

ら
れ
る
。
留
保
賃
金
は
、
在
職
老
齢
年
金
制

度
の
就
業
抑
制
効
果
の
推
計
に
重
要
な
要
素

で
あ
る
。
高
齢
者
就
業
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ

い
て
、
留
保
賃
金
に
照
ら
し
て
継
続
雇
用
の

場
合
の
賃
金
が
高
け
れ
ば
、
高
齢
者
が
継
続

雇
用
を
希
望
す
る
こ
と
に
な
る
か
ら
、
留
保

賃
金
は
継
続
雇
用
希
望
を
低
め
る
効
果
が
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
。
留
保
賃
金
は
、
前
年
の

賃
金
に
、
そ
れ
に
対
し
て
回
答
者
が
継
続
雇

用
で
最
低
限
希
望
す
る
賃
金
の
占
め
る
割
合

を
乗
じ
て
推
計
し
た
。

　

ｂ
．
年
金

　

就
業
に
伴
う
減
額
前
の
年
金
額
は
、
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
の
公
的
年
金
の
受
給
見
込
み
額

（
年
額
）
に
よ
る
。
こ
れ
は
、
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
で
社
会
保
険
庁
の
「
年
金
見
込
額
の
お

知
ら
せ
」
参
照
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
み

て
も
、
就
業
に
伴
う
減
額
を
考
慮
し
な
い
額

と
み
な
せ
る（
３
）。
ま
た
、
３
．（
１
）
の
よ

う
に
調
査
対
象
が
民
間
企
業
の
正
社
員
で
あ

る
こ
と
か
ら
み
て
、
共
済
年
金
は
含
ま
れ
ず
、

ほ
ぼ
厚
生
年
金
の
額
と
考
え
ら
れ
る
。

　

就
業
に
伴
う
減
額
は
、
減
額
前
の
年
金
額

と
ａ
．
で
述
べ
た
賃
金
か
ら
、
２
．
で
述
べ

た
在
職
老
齢
年
金
制
度
に
基
づ
い
て
推
計
し

た（
４
）。
さ
ら
に
、
ｃ
．
で
述
べ
る
高
年
齢

雇
用
継
続
給
付
と
の
併
給
調
整
と
し
て
、
同

給
付
の
四
割
を
控
除
し
た
。同
様
に
し
て
、ａ
．

の
留
保
賃
金
に
対
応
す
る
減
額
も
推
計
し
た
。

ま
た
、
就
業
に
伴
う
年
金
減
額
に
つ
い
て
は
、

就
業
に
伴
う
年
金
一
律
二
割
減
額
の
廃
止
の

制
度
改
定
前
の
制
度
を
仮
に
適
用
し
た
場
合

の
推
計
も
行
っ
た
。

　

ｃ
．
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付

　

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
に
つ
い
て
は
、
前

年
の
賃
金
（
給
与
・
賞
与
の
合
計
）
に
対
し

て
回
答
者
が
継
続
雇
用
で
見
込
む
賃
金
の
占

め
る
割
合
に
よ
り
、
同
給
付
の
給
与
に
対
す

る
比
率
を
２
．
で
述
べ
た
制
度
に
基
づ
い
て

推
計
し
、
こ
の
比
率
を
給
与
に
乗
じ
て
給
付

額
を
推
計
し
た
。
給
与
に
つ
い
て
は
、
厚
生

労
働
省
「
賃
金
構
造
基
本
統
計
調
査
」
に
基

づ
き
賞
与
を
給
与
年
額
の
三
割
と
し
て
、
賃

金
年
額
か
ら
推
計
し
た
。
前
年
の
賃
金
は
五

七
〜
五
九
歳
の
賃
金
で
あ
り
六
〇
歳
時
の
賃

金
に
近
い
た
め
、
上
記
の
割
合
は
、
高
年
齢

雇
用
継
続
給
付
の
推
計
に
必
要
な
、
六
〇
歳

時
の
賃
金
に
対
す
る
六
〇
歳
以
降
の
賃
金
の

割
合
と
し
て
利
用
で
き
る
。
同
様
に
し
て
、

留
保
賃
金
に
対
応
す
る
高
年
齢
雇
用
継
続
給

付
も
、
前
年
の
賃
金
に
対
し
て
回
答
者
が
継

続
雇
用
で
最
低
限
希
望
す
る
賃
金
の
占
め
る

割
合
に
よ
り
推
計
し
た
。

（
２
）
使
用
す
る
不
平
等
の
尺
度　

　

不
平
等
度
に
つ
い
て
は
、
ジ
ニ
係
数
、
変

動
係
数
、
タ
イ
ル
尺
度
、
ア
ト
キ
ン
ソ
ン
尺

度
を
用
い
た
。
ま
た
、
タ
イ
ル
尺
度
は
構
成

集
団
に
よ
る
分
解
が
で
き
る
た
め
、
タ
イ
ル

尺
度
を
就
業
者
内
、
非
就
業
者
内
、
両
者
間

に
分
解
し
、
不
平
等
度
に
対
す
る
そ
れ
ぞ
れ

の
寄
与
度
を
求
め
た
。

　

ジ
ニ
係
数
は
、
最
も
弱
い
価
値
判
断
に
基

づ
く
格
差
の
順
序
づ
け
で
あ
る
ロ
ー
レ
ン
ツ

曲
線
と
そ
の
完
全
平
等
線
の
囲
む
面
積
が
、

完
全
平
等
線
の
下
の
面
積
に
占
め
る
割
合
を

表
わ
す
。
変
動
係
数
は
標
準
偏
差
の
平
均
に

対
す
る
比
率
で
あ
る
。
タ
イ
ル
尺
度
は
、

T
heil

（1967

）
の
と
お
り
、
各
世
帯
の
所

得
と
平
均
所
得
の
対
数
の
差
を
各
世
帯
の
所

得
の
分
け
前
で
加
重
平
均
し
た
も
の
で
あ
り
、

S
horrocks

（1980

）
の
よ
う
に
構
成
集
団

に
よ
る
分
解
が
で
き
る
。

　

ア
ト
キ
ン
ソ
ン
尺
度
Ａ
は
、
平
均
所
得
ｕ

と
、
そ
れ
と
社
会
的
厚
生
が
等
し
い
平
等
分

配
の
所
得
で
あ
る
均
等
分
配
等
価
所
得

（equally distributed equivalent 
incom

e

）ye

と
の
乖
離
率A

=1
-ye/u

を

表
す
。
社
会
的
厚
生
関
数
Ｗ
は
、
通
常
、

 n                                                         n 
W

 =
{

y
i 1-

/(1-
}  (

W
 =

y
i

(
i=1                                                       i=1 

 

が
想
定
さ
れ
、
し
た
が
っ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
、

n                                  n 
A=1

{1/n
(y

i /u) 1-
} 1/(1-

)
A=1

{
(y

i /u)} (1/n)
i=1                                 i=1 

で
あ
る
。
ε
は
社
会
的
厚
生
関
数
の
不
平
等

回
避
度
を
表
し
、
青
木
（1979

）
の
よ
う
に
、
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ε
が
大
き
い
ほ
ど
低
所
得
層
に
高
い
比
重
が

お
か
れ
る
。

４
．
推
計
結
果

（
１
）
就
業
抑
制
効
果　

　

在
職
老
齢
年
金
制
度
の
就
業
抑
制
効
果
は
、

浜
田
（2008

）
に
お
い
て
３
．（
１
）
の
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
か
ら
推
計
し
た
関
数
に
基
づ

い
て
求
め
た（
５
）。
浜
田
（2008

）
の
推
定

結
果（
６
）は
、
表
１
の
と
お
り
で
あ
り
、
小

川
（1998a,b

）、
樋
口
・
山
本
（2002

）

等
の
先
行
研
究
と
同
様
で
あ
る
と
と
も
に
、

理
論
的
想
定
の
と
お
り
に
な
っ
て
い
る
。
す

な
わ
ち
、
推
定
し
た
就
業
関
数
の
賃
金
・
留

保
賃
金
差
（
留
保
賃
金
は
控
除
項
目
）
に
留

保
賃
金
関
数
を
代
入
す
る
と
、
減
額
後
年
金

の
係
数
は0.003

と
正
に
な
る
か
ら
、
年
金

減
額
は
、
逆
に
負
の
効
果
を
も
ち
、
１
．
の

想
定
ど
お
り
就
業
意
欲
に
抑
制
的
な
影
響
が

あ
る
。
ま
た
、
同
様
の
代
入
に
よ
り
、
高
年

齢
雇
用
継
続
給
付
の
係
数
は0.006

と
正
に

な
る
。
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
は
、
就
業
に

伴
う
も
の
で
あ
り
、
小
川
（1998a,b

）
で

述
べ
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
雇
用
補
助
金
と
み

な
せ
る
か
ら
、
就
業
希
望
を
高
め
る
と
考
え

ら
れ
る
。

　

本
稿
で
は
、
在
職
老
齢
年
金
制
度
の
就
業

抑
制
効
果
に
関
し
、
表
１
の
関
数
に
基
づ
く

個
々
の
サ
ン
プ
ル
に
つ
い
て
の
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
に
よ
り
、現
行
制
度
と
仮
に
制
度（
就

業
に
伴
う
年
金
減
額
）
が
な
か
っ
た
と
し
た

場
合
と
の
継
続
雇
用
希
望
率
の
差
に
よ
る
賃

金
収
入
の
変
化
を
求
め
た
。
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
結
果
に
よ
れ
ば
、
在
職
老
齢
年
金
制

度
の
年
金
減
額
に
よ
る
就
業
抑
制
効
果
で
、

平
均
賃
金
収
入
（
年
額
）
が
二
四
万
円
低
下

す
る
効
果
が
あ
る
と
推
計
さ
れ
る
。
ま
た
、

同
様
に
し
て
、
在
職
老
齢
年
金
制
度
だ
け
で

な
く
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
を
含
め
た
就
業

抑
制
効
果
も
求
め
る
と
、
平
均
賃
金
収
入
が

一
九
万
円
低
下

す
る
効
果
が
あ

る
と
推
計
さ
れ

る
。

　

ま
た
、
六
〇

歳
代
前
半
の
在

職
老
齢
年
金
に

つ
い
て
は
、
２
．

の
よ
う
に
二
〇

〇
五
年
度
か
ら

就
業
に
伴
う
年

金
一
律
二
割
減

額
が
廃
止
さ
れ
、

在
職
老
齢
年
金

額
が
引
き
上
げ

ら
れ
て
い
る
。

こ
れ
に
よ
る
就

業
抑
制
効
果
の

緩
和
に
つ
い
て
、
同
様
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
に
よ
り
、
制
度
改
定
前
と
の
変
化
を
求
め

る
と
、
平
均
賃
金
収
入
（
年
額
）
が
一
万
円

上
昇
す
る
効
果
が
あ
っ
た
と
推
計
さ
れ
る
。

（
２
）　

所
得
再
分
配
効
果　

　

表
２
、
３
は
、
２
．
で
述
べ
た
現
行
在
職

老
齢
年
金
制
度
を
最
近
の
制
度
改
定
（
就
業

に
伴
う
年
金
一
律
二
割
減
額
の
廃
止
）
の
前

と
比
較
し
つ
つ
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
も

含
め
、
就
業
抑
制
効
果
を
考
慮
し
た
所
得
再

分
配
効
果
の
推
計
を
行
っ
た
も
の
で
あ
る
。

　

表
２
は
、
所
得
五
分
位
階
層
別
の
所
得
の

構
成
比
、
累
積
構
成
比
で
あ
る
。
表
中
の
当

初
所
得
（
賃
金
お
よ
び
減
額
前
の
年
金
）
は
、

年
金
減
額
前
の
た
め
、（
１
）
の
よ
う
に
推
計

し
た
就
業
抑
制
効
果
に
よ
る
減
少
が
な
い
も

の
と
し
て
求
め
た
。
一
方
、
在
職
老
齢
年
金

制
度
等
に
よ
る
再
分
配
後
の
所
得
に
は
、
年

金
減
額
に
よ
る
就
業
抑
制
効
果
が
含
ま
れ
て

い
る
。
し
た
が
っ
て
、
所
得
再
分
配
効
果
は
、

就
業
抑
制
効
果
を
考
慮
し
た
も
の
と
な
っ
て

い
る
。

　

表
２
の
現
行
制
度
、
制
度
改
定
前
と
も
、

当
初
所
得
に
比
べ
、
在
職
老
齢
年
金
制
度
に

よ
っ
て
、
低
所
得
層
の
所
得
構
成
比
が
高
ま

る
一
方
、
高
所
得
層
の
所
得
構
成
比
が
低
下

し
、
累
積
構
成
比
が
上
昇
し
て
い
る
。
こ
れ

は
、
ロ
ー
レ
ン
ツ
曲
線
が
均
等
分
布
線
に
近

い
上
方
に
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
在
職

老
齢
年
金
制
度
に
よ
っ
て
格
差
が
縮
小
し
た

と
い
え
る
。
こ
れ
は
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給

付
を
含
め
て
見
て
も
同
様
で
あ
る
。

　

現
行
在
職
老
齢
年
金
制
度
を
制
度
改
定
前

と
比
較
す
る
と
、
低
所
得
階
層
、
高
所
得
階

層
と
も
所
得
構
成
比
が
低
い
。
こ
れ
は
、
累

積
構
成
比
が
は
じ
め
は
下
回
る
が
途
中
か
ら

上
回
っ
て
い
る
こ
と
の
示
す
よ
う
に
、
ロ
ー

レ
ン
ツ
曲
線
が
交
わ
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と

で
あ
り
、
ロ
ー
レ
ン
ツ
曲
線
で
は
、
両
者
に

分
配
の
公
平
性
の
順
序
は
つ
け
ら
れ
な
い
。

　

ま
た
、
表
３
は
、
所
得
分
布
に
関
す
る
ジ

ニ
係
数
、
変
動
係
数
、
タ
イ
ル
尺
度
、
ア
ト

キ
ン
ソ
ン
尺
度
で
あ
る
。
現
行
制
度
、
制
度

改
定
前
と
も
、
当
初
所
得
に
比
べ
、
在
職
老

齢
年
金
制
度
に
よ
っ
て
、
各
不
平
等
度
と
も

低
下
し
、
格
差
が
縮
小
し
て
い
る
。
ま
た
、

タ
イ
ル
尺
度
に
つ
い
て
、
３
．（
２
）
の
よ

う
に
就
業
者
内
、
非
就
業
者
内
、
両
者
間
に

分
解
し
て
寄
与
度
を
見
る
と
、
在
職
老
齢
年

金
制
度
に
よ
っ
て
、
不
平
等
度
に
対
す
る
就

業
者
内
の
寄
与
度
が
低
下
し
て
い
る
。
こ
れ

ら
は
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
を
含
め
て
見

て
も
同
様
で
あ
る
。

　

現
行
在
職
老
齢
年
金
制
度
を
制
度
改
定
前

と
比
較
す
る
と
、
ジ
ニ
係
数
、
変
動
係
数
、

タ
イ
ル
尺
度
は
低
い
が
、
ア
ト
キ
ン
ソ
ン
尺

度
は
高
く
、
所
得
再
分
配
効
果
に
つ
い
て
両

者
に
順
序
は
つ
け
難
い
。
現
行
制
度
は
、
就

業
抑
制
効
果
を
減
少
さ
せ
る
よ
う
に
、
年
金

減
額
を
緩
和
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
改
定

前
と
優
劣
つ
け
難
い
所
得
再
分
配
効
果
を

保
っ
て
い
る
と
い
え
る
。

　

こ
れ
は
、
年
金
減
額
の
大
き
さ
が
当
初
所

得
に
連
動
す
る
程
度
が
強
ま
っ
た
こ
と
が
影

響
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
現
行
在
職
老

齢
年
金
制
度
は
、
２
．
の
①
の
よ
う
に
、
当

初
所
得
が
一
定
水
準
よ
り
高
く
な
る
と
超
過

分
に
つ
い
て
そ
の
二
分
の
一
の
年
金
減
額
が

行
わ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
年
金
減
額
は
当

初
所
得
に
対
し
て
累
進
的
と
み
な
せ
、
か
つ
、

年
金
減
額
後
の
所
得
順
位
が
減
額
前
と
逆
転

す
る
こ
と
も
な
い
か
ら
、
所
得
分
布
の
不
平

等
度
は
低
下
す
る（
７
）。
こ
れ
に
対
し
、
改

定
前
の
制
度
で
は
、
２
．
の
⓪
の
よ
う
に
、

就
業
に
伴
う
年
金
一
律
二
割
減
額
が
行
わ
れ
、

表1　留保賃金関数、就業関数の推定結果
留保賃金関数の変数 係数 t値 有意確率

定数項 432.74 31.94 0.00 

減額前年金 1.00 12.06 0.00 

減額後年金 -2.35 -15.81 0.00 

高年齢雇用継続給付 -4.43 -12.81 0.00 

他の非勤労所得 0.18 2.31 0.02 

短大卒ダミー 39.11 1.75 0.08 

大卒ダミー 29.26 2.36 0.02 

大学院卒ダミー 86.40 2.00 0.05 

係長ダミー 40.78 2.09 0.04 

課長ダミー 38.32 2.75 0.01 

部長ダミー 109.82 6.80 0.00 

役員ダミー 107.74 2.68 0.01 

（注）F値68.3（有意確率0.001），サンプル数416

就業関数の変数 係数 t値 有意確率

定数項 1.5017 8.38 0.00 

賃金・留保賃金差 0.0014 1.96 0.05 

健康状態（良くない） -0.8028 -2.73 0.01 

フルタイム以外希望の不調 -0.7452 -3.13 0.00 

（注）χ2乗値23.5（有意確率0.001），サンプル数416
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年
金
減
額
の
大
き
さ
が
当
初
所
得
に
連
動
し

な
い
部
分
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
所
得
構

成
で
年
金
が
高
い
（
低
い
）
場
合
、
当
初
所

得
が
低
く
（
高
く
）
と
も
年
金
減
額
が
大
き

く
（
小
さ
く
）
な
る
ケ
ー
ス
が
生
じ
る
た
め
、

必
ず
し
も
年
金
減
額
が
当
初
所
得
に
対
し
て

累
進
的
に
な
る
わ
け
で
は
な
く
、
所
得
分
布

の
不
平
等
度
が
低
下
す
る
と
は
限
ら
な
い
。

　

年
金
減
額
の
大
き
さ
が
当
初
所
得
に
連
動

す
る
基
本
的
仕
組
み
は
一
九
九
五
年
度
に
導

入
さ
れ
、
そ
の
際
に
も
、
就
業
抑
制
効
果
を

減
少
さ
せ
る
よ
う
に
年
金
減
額
を
緩
和
し
た

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
改
定
前
と
優
劣
つ
け
難

い
所
得
再
分
配
効
果
と
な
っ
て
い
た
（
浜
田

（1999

））。
就
業
に
伴
う
年
金
一
律
二
割

減
額
を
廃
止
し
た
最
近
の
制
度
改
定
に
よ
り
、

年
金
減
額
の
大
き
さ
が
当
初
所
得
に
連
動
す

る
仕
組
み
が
完
成
し
た
と
い
え
る
。

（
３
）
所
得
再
分
配
効
果
と
就
業
抑
制
効
果

の
比
較　

　

表
４
は
、
現
行
在
職
老
齢
年
金
制
度
の
就

業
抑
制
効
果
に
よ
る
平
均
所
得
の
低
下
率
と
、

所
得
再
分
配
効
果
に
よ
る
ア
ト
キ
ン
ソ
ン
尺

度
の
均
等
分
配
等
価
所
得
・
平
均
所
得
比
率

（
前
述
３
．（
２
）
のye/u

）
の
上
昇
率
を

比
較
し
た
も
の
で
あ
る
。
前
者
の
低
下
よ
り

後
者
の
上
昇
が
大
き
け
れ
ば
均
等
分
配
等
価

所
得
は
高
ま
り
、
逆
で
あ
れ
ば
均
等
分
配
等

価
所
得
は
低
ま
る
。
均
等
分
配
等
価
所
得
は
、

平
均
所
得
に
対
応
す
る
所
得
分
布
と
社
会
的

厚
生
が
等
し
い
均
等
分
配
の
所
得
で
あ
り
、

所
得
分
布
の
公
平
性
が
高
ま
れ
ば
上
昇
す
る

か
ら
、
平
均
所
得
だ
け
で
な
く
所
得
分
布
の

公
平
性
を
加
味
し
た
社
会
的
厚
生
を
示
す
指

標
と
み
な
せ
る
。
表
４
に
お
い
て
、
ε=0.5

で
は
就
業
抑
制
効
果
の
ほ
う
が
大
き
い
が
、

ε=1.5,2.5,3.5

で
は
所
得
再
分
配
効
果
の

ほ
う
が
大
き
く
、
両
効
果
の
ど
ち
ら
が
大
き

い
と
も
い
え
な
い（
８
）。

５
．
在
職
老
齢
年
金
制
度
の
今
後

　

在
職
老
齢
年
金
制
度
は
、
賃
金
等
に
応
じ

て
年
金
減
額
が
行
わ
れ
る
た
め
、
就
業
意
欲

に
抑
制
的
な
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に
な
る
が
、

高
齢
者
の
就
業
や
賃
金
収
入
は
、
就
業
意
欲

の
よ
う
な
個
人
の
選
択
だ
け
で
決
ま
る
の
で

は
な
く
、
個
人
で
左
右
で
き
な
い
雇
用
環
境

等
の
外
的
要
因
か
ら
受
け
る
影
響
も
大
き
い
。

在
職
老
齢
年
金
制
度
に
は
、
こ
う
し
た
外
的

要
因
に
応
じ
て
年
金
額
を
調
整
し
、
就
業
で

き
る
者
と
で
き
な
い
者
の
間
等
で
所
得
再
分

配
を
行
う
機
能
が
あ
る
。

　

本
稿
で
は
、
六
〇
歳
代
前
半
の
男
性
高
齢

者
に
関
し
、
厚
生
年
金
の
現
行
在
職
老
齢
年

金
制
度
に
つ
い
て
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付

も
含
め
、
就
業
抑
制
効
果
と
所
得
再
分
配
効

果
の
推
計
、
比
較
を
行
っ
た
。
さ
ら
に
、
就

業
に
伴
う
年
金
一
律
二
割
減
額
を
廃
止
し
た

最
近
の
制
度
改
定
に
よ
る
両
効
果
の
変
化
も

推
計
し
た
。

　

推
計
結
果
で
は
、
在
職
老
齢
年
金
制
度
の

年
金
減
額
に
よ
る
就
業
抑
制
効
果
は
あ
る
も

の
の
、
制
度
改
定
に
よ
る
就
業
抑
制
効
果
の

緩
和
が
み
と
め
ら
れ
た
。
こ
の
よ
う
な
就
業

抑
制
効
果
を
考
慮
し
た
所
得
再
分
配
効
果
を

見
る
と
、
当
初
所
得
に
比
べ
、
在
職
老
齢
年

金
制
度
に
よ
っ
て
、
各
不
平
等
度
と
も
低
下

し
、
格
差
が
縮
小
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
高

年
齢
雇
用
継
続
給
付
を
含
め
て
見
て
も
同
様

で
あ
る
。
こ
う
し
た
在
職
老
齢
年
金
制
度
の

所
得
再
分
配
効
果
に
よ
る
ア
ト
キ
ン
ソ
ン
尺

度
の
均
等
分
配
等
価
所
得
・
平
均
所
得
比
率

の
上
昇
率
と
、
就
業
抑
制
効
果
に
よ
る
平
均

所
得
の
低
下
率
を
比
較
す
る
と
、
不
平
等
回

避
度
に
よ
っ
て
異
な
り
、
両
効
果
の
ど
ち
ら

表２　５分位別の所得構成比
所得構成比 　累積所得構成比

第１分位 第２分位 第３分位 第４分位 第５分位 第１分位 第２分位 第３分位 第４分位

当初所得（賃金及び減額前年金） 5.0% 12.2% 19.3% 25.7% 37.8% 5.0% 17.2% 36.5% 62.2%

［現行在職老齢年金制度］
在職老齢年金制度による減額後
同上に高年齢雇用継続給付の加算後

5.3%
5.1%

13.5%
13.5%

20.7%
21.3%

25.1%
25.8%

35.4%
34.3%

5.3%
5.1%

18.8%
18.6%

39.6%
39.9%

64.6%
65.7%

［改定前在職老齢年金制度］
在職老齢年金制度による減額後
同上に高年齢雇用継続給付の加算後

5.4%
5.2%

13.3%
13.3%

20.4%
21.0%

25.1%
25.8%

35.7%
34.7%

5.4%
5.2%

18.8%
18.5%

39.2%
39.5%

64.3%
65.3%

表３　所得の不平等度

ジニ係数 変動係数 タイル尺度
同寄与度 　アトキンソン尺度

就業者内 非就業者内 両者間  ε=0.5  ε=1.5  ε=2.5  ε=3.5

当初所得（賃金及び減額前年金） 0.334 0.601 0.191 0.070 0.020 0.101 0.107 0.509 0.932 0.980 

［現行在職老齢年金制度］
在職老齢年金制度による減額後
同上に高年齢雇用継続給付の加算後

0.303 
0.299 

0.545 
0.534 

0.164 
0.163 

0.047 
0.041 

0.019 
0.018 

0.098 
0.104 

0.094 
0.094 

0.430 
0.439 

0.878 
0.883 

0.968 
0.969 

［改定前在職老齢年金制度］
在職老齢年金制度による減額後
同上に高年齢雇用継続給付の加算後

0.306 
0.302 

0.547 
0.535 

0.165 
0.163 

0.050 
0.043 

0.019 
0.018 

0.095 
0.101 

0.093 
0.094 

0.426 
0.435 

0.875 
0.881 

0.967 
0.969 

表４　就業抑制効果による平均所得低下と再分配効果による均等分配等価所得・平均所得比率上昇

平均所得
の低下率

均等分配等価所得・平均所得比率の上昇率
（アトキンソン尺度）

 ε=0.5  ε=1.5  ε=2.5  ε=3.5

現行在職老齢年金制度による減額 5.8% 1.5% 16.0% 79.3% 61.8%

同上及び高年齢雇用継続給付 4.6% 1.5% 14.2% 71.2% 54.3%
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が
大
き
い
と
も
い
え
な
い
。

　

ま
た
、
現
行
在
職
老
齢
年
金
制
度
を
制
度

改
定
前
と
比
較
す
る
と
、
不
平
等
の
尺
度
に

よ
っ
て
異
な
っ
た
結
果
に
な
り
、
所
得
再
分

配
効
果
に
つ
い
て
両
者
に
順
序
は
つ
け
難
い
。

現
行
制
度
は
、
就
業
抑
制
効
果
を
減
少
さ
せ

る
よ
う
に
、
年
金
減
額
を
緩
和
し
た
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
改
定
前
と
優
劣
つ
け
難
い
所
得

再
分
配
効
果
を
保
っ
て
い
る
と
い
え
る
。
こ

れ
は
、
年
金
減
額
の
大
き
さ
が
当
初
所
得
に

連
動
す
る
程
度
が
強
ま
っ
た
こ
と
が
影
響
し

て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

以
上
の
よ
う
に
、
在
職
老
齢
年
金
制
度
に

は
就
業
抑
制
効
果
が
あ
る
一
方
で
所
得
再
分

配
効
果
が
あ
り
、
制
度
改
定
で
、
就
業
抑
制

効
果
を
減
少
さ
せ
る
よ
う
に
年
金
減
額
が
緩

和
さ
れ
て
き
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
年
金
減

額
の
大
き
さ
が
当
初
所
得
に
連
動
す
る
程
度

が
強
ま
る
よ
う
な
工
夫
に
よ
り
、
所
得
再
分

配
効
果
を
保
っ
て
い
る
。

　

た
だ
し
、
さ
ら
な
る
年
金
減
額
緩
和
の
余

地
が
皆
無
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
。
社
会
保

障
審
議
会
年
金
部
会
（2008

）
で
は
、
年

金
減
額
率
二
分
の
一
の
緩
和
は
高
所
得
者
ほ

ど
改
善
効
果
が
大
き
く
な
る
た
め
に
適
切
で

な
い
と
す
る
一
方
、
年
金
減
額
開
始
の
基
準

二
八
万
円
の
緩
和
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。
年

金
減
額
開
始
の
基
準
を
中
堅
所
得
層
ま
で
の

範
囲
で
引
き
上
げ
る
場
合
に
は
、
現
行
在
職

老
齢
年
金
制
度
に
比
べ
て
、
中
堅
所
得
層
で

年
金
減
額
緩
和
に
よ
り
所
得
が
高
く
な
る
た

め
、
低
所
得
層
と
の
間
の
格
差
が
拡
大
す
る

一
方
、
高
所
得
層
と
の
間
の
格
差
は
縮
小
す

る
こ
と
に
な
り
、
所
得
再
分
配
効
果
が
低
下

す
る
と
は
限
ら
な
い
。
浜
田
（2010

）
の

分
析
結
果
で
は
、
就
業
抑
制
効
果
を
減
少
さ

せ
る
よ
う
に
年
金
減
額
開
始
の
基
準
二
八
万

円
を
三
四
万
円
に
引
き
上
げ
た
ケ
ー
ス
で
も
、

不
平
等
度
に
よ
っ
て
異
な
っ
た
結
果
に
な
り
、

現
行
在
職
老
齢
年
金
制
度
と
優
劣
つ
け
難
い

所
得
再
分
配
効
果
と
な
っ
て
い
る（
９
）。

　

さ
ら
に
、
年
金
受
給
開
始
年
齢
が
経
過
期

間
を
お
い
て
六
〇
歳
か
ら
六
五
歳
に
引
き
上

げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
た
め
、
本
稿

で
対
象
と
し
た
六
〇
歳
代
前
半
の
在
職
老
齢

年
金
制
度
も
な
く
な
っ
て
い
く
。
今
後
、
す

べ
て
の
企
業
に
お
い
て
確
実
に
六
五
歳
ま
で

の
高
年
齢
者
雇
用
確
保
措
置
が
講
じ
ら
れ
る

等
に
よ
り
こ
の
年
齢
層
の
雇
用
が
確
保
さ
れ

て
い
け
ば
、
在
職
老
齢
年
金
制
度
に
よ
っ
て
、

就
業
で
き
る
者
と
で
き
な
い
者
の
間
等
で
所

得
再
分
配
を
行
う
必
要
性
は
薄
れ
る
で
あ
ろ

う
。
し
か
し
、
将
来
、
通
常
六
五
歳
ま
で
就

業
で
き
る
よ
う
に
な
れ
ば
、
六
五
歳
以
降
に

お
い
て
、
就
業
で
き
る
者
と
で
き
な
い
者
の

ば
ら
つ
き
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
か
ら
、
所
得

再
分
配
を
行
う
必
要
性
は
消
滅
す
る
の
で
は

な
く
、
よ
り
高
年
齢
の
ほ
う
に
シ
フ
ト
し
て

い
く
。
し
た
が
っ
て
、
在
職
老
齢
年
金
制
度

の
所
得
再
分
配
機
能
も
、
将
来
、
年
金
受
給

開
始
年
齢
の
引
き
上
げ
に
伴
っ
て
廃
止
す
る

の
で
は
な
く
、
六
〇
歳
代
前
半
の
在
職
老
齢

年
金
制
度
を
六
五
歳
以
降
に
適
用
す
る
等
、

よ
り
高
年
齢
を
対
象
と
し
た
も
の
に
変
更
し

て
い
く
べ
き
で
あ
る
。
高
齢
に
よ
り
勤
労
所

得
を
得
ら
れ
な
く
な
っ
た
分
を
補
填
す
る
と

い
う
公
的
年
金
の
役
割
か
ら
み
て
、
在
職
老

齢
年
金
制
度
の
所
得
再
分
配
機
能
は
必
要
で

あ
る
。

〔
注
〕

１
．
年
金
減
額
が
強
化
さ
れ
る
境
界
と
な
る
所
得
（
二
八

万
円
）
や
賃
金
（
四
八
万
円
）
は
、
平
均
賃
金
水
準
等

の
変
動
に
応
じ
て
変
更
さ
れ
て
い
く
仕
組
み
に
な
っ
て

い
る
が
、
本
稿
で
は
そ
の
よ
う
な
変
動
は
考
慮
し
て
い

な
い
。

２
．
詳
し
く
は
浜
田(2008)

参
照
。

３
．
対
象
サ
ン
プ
ル
の
年
齢
構
成
を
見
る
と
五
九
歳
が
五

七
％
、
五
八
歳
が
三
四
％
で
あ
り
、
両
者
で
大
部
分
を

占
め
る
。
社
会
保
険
庁
の「
年
金
見
込
額
の
お
知
ら
せ
」

は
五
八
歳
で
受
け
取
れ
る
こ
と
か
ら
、
回
答
者
に
よ
る

年
金
受
給
見
込
み
額
は
、
こ
の
お
知
ら
せ
に
基
づ
く
比

較
的
確
か
な
予
想
と
な
っ
て
い
る
も
の
も
多
い
で
あ
ろ

う
と
考
え
ら
れ
る
。

４
．
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
等
で
労
働
時
間
が
短
い
場
合

は
、
在
職
老
齢
年
金
制
度
の
適
用
を
受
け
ず
、
賃
金
と

減
額
前
の
年
金
を
合
わ
せ
た
当
初
所
得
が
年
金
減
額
開

始
の
基
準
（
現
行
制
度
で
月
額
二
八
万
円
）
を
超
え
て

も
年
金
が
減
額
さ
れ
な
い
。
し
か
し
、
継
続
雇
用
に
お

い
て
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
で
当
初
所
得
が
年
金
減
額

開
始
の
基
準
を
超
え
る
者
は
本
稿
の
デ
ー
タ
で
一
％
に

す
ぎ
ず
、
し
か
も
、
そ
の
賃
金
年
額
が
三
〇
〇
万
円
を

超
え
る
こ
と
か
ら
、
在
職
老
齢
年
金
制
度
の
適
用
を
受

け
な
い
ほ
ど
労
働
時
間
が
短
く
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

５
．
記
述
統
計
量
は
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
就
業
に
伴
う

減
額
前
の
年
金
（
見
込
み
額
）
の
平
均
は
、
月
額
に
し

て
約
一
〇
万
円
で
あ
り
、
社
会
保
険
庁
「
事
業
年
報
」

に
よ
る
男
子
厚
生
年
金
受
給
権
者
の
新
規
裁
定
平
均
老

齢
年
金
月
額
に
ほ
ぼ
見
合
っ
て
い
る
。
本
稿
の
分
析
対

象
は
、
五
七
〜
五
九
歳
（
二
〇
〇
七
年
）
の
者
で
あ
り
、

ま
も
な
く
年
金
受
給
権
を
取
得
す
る
こ
と
か
ら
、
新
規

裁
定
者
に
近
い
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
賃
金
（
見
込

み
額
）
の
平
均
は
約
三
八
〇
万
円
で
あ
り
、
厚
生
労
働

省
「
賃
金
構
造
基
本
統
計
調
査
」（
二
〇
〇
六
年
）
に
よ

る
六
〇
〜
六
四
歳
男
子
の
平
均
賃
金
約
四
一
〇
万
円
に

近
い
。

６
．
浜
田
（2008

）
で
は
、
年
金
額
が
就
業
選
択
に
影

響
を
及
ぼ
す
一
方
、
就
業
選
択
に
伴
い
年
金
が
減
額
さ

れ
る
と
い
う
内
生
性
に
対
処
す
る
た
め
、
小
川

（1998a,b

）、
樋
口
・
山
本
（2002

）
に
な
ら
い
、
就

業
に
伴
う
減
額
後
の
年
金
と
減
額
前
の
年
金
を
説
明
変

数
と
す
る
が
、
就
業
選
択
と
直
接
結
び
付
け
る
の
で
な

く
、
留
保
賃
金
を
介
在
さ
せ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
こ

れ
ら
の
先
行
研
究
と
違
っ
て
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
か
ら
留

保
賃
金
が
得
ら
れ
る
こ
と
を
利
用
し
、
年
金
等
を
説
明

変
数
と
す
る
留
保
賃
金
関
数
と
、
賃
金
、
留
保
賃
金
等

を
説
明
変
数
と
す
る
就
業
関
数
（
ロ
ジ
ッ
ト
型
）
の
推

計
を
行
っ
て
い
る
。

７
．
た
だ
し
、
現
行
在
職
老
齢
年
金
制
度
に
は
、
２
．
の

②
の
よ
う
に
、
年
金
減
額
の
大
き
さ
が
賃
金
の
み
に
応

じ
て
決
ま
る
部
分
が
あ
る
。
し
か
し
、
そ
の
部
分
が
適

用
に
な
る
の
は
、
賃
金
月
額
が
四
八
万
円
を
超
え
る
高

い
水
準
で
、
か
つ
、
減
額
前
の
年
金
月
額
が
二
〇
万
円

を
超
え
る
わ
ず
か
な
場
合
で
あ
り
、
本
稿
の
デ
ー
タ
で

一
％
に
満
た
な
い
。
賃
金
月
額
が
四
八
万
円
を
超
え
る

場
合
で
も
、
減
額
前
の
年
金
月
額
が
二
〇
万
円
を
超
え

な
け
れ
ば
、
２
．
の
①
の
当
初
所
得
に
応
じ
た
年
金
減

額
の
段
階
で
年
金
全
額
が
減
額
さ
れ
て
２
．
の
②
は
適

用
さ
れ
な
い
が
、
定
額
部
分
の
受
給
開
始
年
齢
引

上
げ
に
伴
い
、
年
金
月
額
が
二
〇
万
円
を
超
え
る

こ
と
は
少
な
く
な
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
現

行
在
職
老
齢
年
金
制
度
は
、
基
本
的
に
は
、
賃
金

と
減
額
前
の
年
金
を
合
わ
せ
た
当
初
所
得
に
応
じ

て
、
年
金
減
額
の
大
き
さ
が
決
ま
る
仕
組
み
で
あ

る
と
い
え
る
。

８ 

．
ε
は
不
平
等
回
避
度
を
表
し
、青
木
（1979

）

の
よ
う
に
、
ア
ト
キ
ン
ソ
ン
尺
度
は
ε
が
大
き

い
ほ
ど
低
所
得
層
に
高
い
比
重
が
お
か
れ
る
た

め
、
低
所
得
層
を
重
視
す
れ
ば
、
就
業
抑
制
効

果
よ
り
所
得
再
分
配
効
果
の
ほ
う
が
大
き
い
と

い
う
評
価
に
な
る
。

９ 

．
年
金
減
額
開
始
の
基
準
二
八
万
円
を
三
四
万

円
に
引
き
上
げ
た
ケ
ー
ス
を
現
行
在
職
老
齢
年

金
制
度
と
比
較
す
る
と
、
表
の
よ
う
に
、
ア
ト

キ
ン
ソ
ン
尺
度
は
高
い
が
変
動
係
数
は
低
い
。

一
方
、
年
金
減
額
率
を
二
分
の
一
か
ら
三
分
の

一
に
引
き
下
げ
た
ケ
ー
ス
を
現
行
在
職
老
齢
年

金
制
度
と
比
較
す
る
と
、
各
不
平
等
度
と
も
大

き
く
、
所
得
再
分
配
効
果
が
小
さ
い
。

注５の表
 変数 平均 標準偏差

留保賃金（年額，万円） 508.71 185.37 
減額前年金（年額，万円） 122.88 82.45 
減額後年金（年額，万円） 22.77 47.21 
高年齢雇用継続給付（年額，万円） 12.67 16.43 
他の非勤労所得（年額，万円） 31.67 72.07 
短大卒ダミー 0.07 0.26 
大卒ダミー 0.38 0.48 
大学院卒ダミー 0.02 0.13 
係長ダミー 0.10 0.30 
課長ダミー 0.32 0.47 
部長ダミー 0.21 0.41 
役員ダミー 0.02 0.15 
継続雇用希望 0.72 0.45 
賃金（年額，万円） 376.99 165.29 
健康状態（良くない） 0.15 0.35 
フルタイム以外希望の不調 0.28 0.45 
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〇
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注９の表

ジニ係数 変動係数 タイル尺度
同寄与度 　アトキンソン尺度

就業者内 非就業者内 両者間  ε=0.5  ε=1.5  ε=2.5  ε=3.5

当初所得（賃金及び減額前年金） 0.334 0.601 0.191 0.070 0.020 0.101 0.107 0.509 0.932 0.980 

［年金減額開始の基準引上げ］
在職老齢年金制度による減額後
同上に高年齢雇用継続給付の加算後

0.303 
0.299 

0.539 
0.531 

0.164 
0.163 

0.045 
0.039 

0.019 
0.018 

0.101 
0.107 

0.095 
0.095 

0.439 
0.448 

0.883 
0.888 

0.969 
0.970 

［現行在職老齢年金制度］
在職老齢年金制度による減額後
同上に高年齢雇用継続給付の加算後

0.303 
0.299 

0.545 
0.534 

0.164 
0.163 

0.047 
0.041 

0.019 
0.018 

0.098 
0.104 

0.094 
0.094 

0.430 
0.439 

0.878 
0.883 

0.968 
0.969 

［年金減額率引下げ］
在職老齢年金制度による減額後
同上に高年齢雇用継続給付の加算後

0.308 
0.304 

0.550 
0.540 

0.168 
0.166 

0.049 
0.042 

0.019 
0.018 

0.100 
0.106 

0.096 
0.096 

0.440 
0.448 

0.883 
0.888 

0.969 
0.970 

日本年金機構本部

日経テレコン２１で
『Business Labor Trend』の記事検索が可能になりました

昨年夏からオンライン記事検索サービス「日経テレコン２１」（http://t21.nikkei.co.jp/）で

『Business Labor Trend』に掲載された記事の見出し、本文を検索、閲覧することができるようになりました。

　※　記事検索を利用するためには日経テレコン２１への加入が必要です。また、検索、閲覧ごとに利用料が発生します。


